
　名寄市の平成26年度予算は、地域の資源と特性を活かしながら、｢明るく元気なまちづくり」の着実な推進を
念頭に、新総合計画後期の具現化を最優先に予算の編成を行い、ふるさと納税推進事業や乳幼児等医療給付費の
無償化事業、徳田地区流域排水整備事業、ひと・ほし・環境にやさしい灯り事業などの事業を盛り込みました。
　一般会計の平成26年度上半期の予算執行状況は、歳入では、市税で52.4％、地方交付税で72.5％など歳入全体
では40.9％となっています。
　一方、歳出では、民生費で35.0％、教育費で31.1％、衛生費で36.4％など歳出全体では36.5％となっていま
す。また、建設事業の発注率は77.0％となりました。

平成2６年度上半期(4月～9月)予算執行状況
問い合わせ︓財政課財政係(名寄庁舎3階)　　01654③2111(内線3331・3332)

一般会計予算執行状況

特別会計予算執行状況

市　税
地方交付税
国庫支出金
道支出金
財産収入
諸収入
市　債
その他
合　計

総務費
民生費
衛生費
農林業費
商工費
土木費
教育費
公債費
その他
合　計

30億348万8,000円
84億3,480万円

29億4,963万1,000円
9億9,434万9,000円

8,027万5,000円
9億3,833万8,000円

40億3,390万円
31億9,423万4,000円

236億2,901万5,000円

10億3,886万円
43億9,180万6,000円
29億3,524万4,000円
7億1,716万8,000円
8億8,111万4,000円

19億2,630万7,000円
61億6,251万7,000円

23億5,579万円
32億2,020万9,000円

236億2,901万5,000円

15億7,363万3,000円
61億1,433万7,000円
6億9,823万4,000円
1億9,718万5,000円

2,735万7,000円
1億3,103万7,000円

0円
9億3,271万5,000円

96億7,449万8,000円
　

4億8,513万円
15億3,685万1,000円
10億6,719万7,000円
1億9,605万6,000円

5億938万9,000円
3億9,706万7,000円

19億1,806万円
11億7,788万7,000円
13億3,782万8,000円
86億2,546万5,000円

52.4%
72.5%
23.7%
19.8%
34.1%
14.0%
0.0%

29.2%
40.9％

　
 46.7%
35.0%
36.4%
27.3%
57.8%
20.6%
31.1%
50.0%
41.5%
36.5%

科　目

科　目

予算現額

予算現額

収入済額

支出済額

執行率

歳
　
入

歳
　
出

※継続費逓次繰越額・繰越明許費繰越額を含む

執行率

国民健
康保険

33億5,922万4,000円
1億9,041万7,000円

22億6,382万円
2億238万5,000円
6,388万8,000円

11億9,323万9,000円
8,741万4,000円

1億5,520万4,000円
3,134万円

1,288万7,000円
3億8,204万円

79億4,185万8,000円

13億3,070万2,000円
4,486万6,000円

9億3,404万4,000円
0円
0円

1億9,768万円
737万5,000円
346万9,000円

0円
0円

1億669万4,000円
26億2,483万円

14億5,207万円
8,702万8,000円

9億6,146万2,000円
1億1,183万7,000円

3,600万3,000円
4億8,985万3,000円

3,103万2,000円
4,012万1,000円
1,396万4,000円

415万4,000円
1億793万4,000円

33億3,545万8,000円

39.6%
23.6%
41.3%
0.0%
0.0%

16.6%
8.4%
2.2%
0.0%
0.0%

27.9%
33.1%

43.2%
45.7%
42.5%
55.3%
56.4%
41.1%
35.5%
25.9%
44.6%
32.2%
28.3%
42.0%

保険事業勘定
直診勘定
保険事業勘定
サービス勘定･名寄
サービス勘定･風連

会計名 予算現額 収入済額 執行率
歳　入 歳　出

支出済額 執行率

下水道事業
個別排水処理施設整備事業
簡易水道事業
公設地方卸売市場
食肉センター事業
後期高齢者医療
合　計

介 護
保 険

※収支不足分については一時借入金などでまかなっています。

みどころ
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